
 

１０月２３日の鈴木知事の記者会見のうち、灯油関連は以下の通りです。福祉

灯油を実施する市町村への交付基準額を拡大する方針は示されましたが、高齢

者世帯、障がい者世帯、ひとり親世帯で市町村民税非課税の世帯という従来の

制度内容について、協会が要請した所得基準の緩和などが行われるかはまだ分

かりません。 

 

「今年度１０月の灯油価格は過去最高となり、本格的な寒冷期を前に依然とし

て高止まりしていることから、国の対策の効果や今後の価格動向を注視しなが

ら、今年度の福祉灯油事業の交付基準額の引き上げの実施に向け検討するよう

に指示した。早期に対応を決定、実施したいと考える。 

スタート時期や事業の対象自体については、早期対応したいと思うが、対象の

中身は現在検討中だ。毎年１２月ごろには交付基準額の引き上げを決定してい

る。そういったことを考えると、できるだけ早期にと考えている」 

 

 

 

 

 

 

 


